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は じ め に 

 
我が国における自殺者数は、平成 15年（2003年）をピー

クに、令和元年（2019年）まで減少傾向にありましたが、

令和２年（2020年）には新型コロナウイルス感染症の影響

などにより増加傾向に転じ、その後自殺者数は年間２万人

強で推移しています。 

桜井市においては、令和元年（2019年）以降減少傾向に

あった自殺者数が令和５年（2023年）に増加し、自殺死亡

率が県や国を上回るなど、年により増減はあるものの、自

殺防止対策の必要性が高まっていると認識しています。 

桜井市では、平成 28 年（2016 年）に自殺対策基本法が改正され、誰も自殺に追い込まれる

ことのない社会の実現をめざして、すべての自治体において自殺対策計画策定が義務付けられ

たことを受け、令和２年（2020年）３月に「第１次桜井市自殺対策計画」を策定し、関係機関・

関係団体と連携し、包括的な自殺対策を進めてきました。 

このたび、５年の節目を迎えるにあたり、５年間の取組を見つめ直すとともに、令和４年

（2022年）の自殺総合対策大綱の見直しを踏まえて、令和７年度（2025 年度）から令和 11年

度（2029年度）までの５年間を計画期間とする「第２次桜井市自殺対策計画」を策定いたしま

した。 

自殺に追い込まれる原因は、健康上の問題だけでなく、経済・生活問題、勤務問題、家庭問

題など、さまざまな要因が重なり合って起こります。 

「第２次桜井市自殺対策計画」では、前計画に引き続き『誰も自殺に追い込まれることのな

いまち桜井』をめざし、保健・医療・福祉・教育・労働その他の関連施策と有機的な連携をもっ

て、市民一人ひとりが、心身ともに健やかに暮らすことができるよう、本計画の推進に取り組

んでまいります。 

また、計画の推進にあたり、行政だけではなく、市民、地域、関係機関、関係団体、事業者

の皆様により一層のお力添えを賜りますようお願いします。 

結びに、本計画の策定に際し、ご審議いただきました「桜井市健康づくり推進協議会」の委

員の皆様をはじめ、貴重なご意見やご提言をいただきました多くの皆様方に心から感謝申し上

げます。 

 

令和７年（2025年）３月 

桜井市長  松井 正剛 
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第１章 計画策定の趣旨等 
 

１ 計画策定の趣旨 

我が国の自殺対策は、平成 18 年（2006 年）に自殺対策基本法が制定されて以降、国をあげて自

殺対策を総合的に推進し、自殺で亡くなる人数の年次推移は減少傾向となっていますが、自殺者数

は毎年２万人を超えており、主要先進７か国の中では自殺死亡率が最も高い水準にあります。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺に追い込まれるという危機は、他人事ではな

く「誰にでも起こり得る危機」とも言えることから、自殺総合対策大綱では、過労、生活困窮、育

児や介護の疲れ、いじめ、孤立等の「生きることの阻害要因」を減らし、自己肯定感、信頼できる

人間関係の構築、危機回避能力等の「生きることの促進要因」を増やすことで、社会全体の自殺リ

スクを低下させ、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現をめざす」としています。 

国では、自殺対策基本法第 12 条に基づき、政府が推進すべき自殺対策の指針として自殺総合対

策大綱を策定しており、概ね５年を目途に見直しを行っています。また、平成 28 年（2016 年）の

自殺対策基本法の改正では、自殺対策に関する地域間の格差を解消し、「生きることの包括的な支

援」として実施されるべきこと等が基本理念に明記されるとともに、誰もが必要な支援を受け入れ

られるよう、すべての都道府県及び市町村において「自殺対策計画」を策定することが義務付けら

れました。 

本市では、このような背景や動向を踏まえ、さらに効果的な自殺対策を推進していくため、大綱

の趣旨や本市の自殺の実態などを考慮し、令和２年（2020年）３月に策定した「桜井市自殺対策計

画」（以下、「第１次計画」という。）の改定を行い、誰一人として自殺に追い込まれることのない社

会の実現をめざし、取り組んでいくものです。 

《自殺の危機経路図》 

 
                          資料：自殺実態白書 2013（NPO法人ライフリンク） 
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自殺で亡くなった 523 人の、その一人ひとりの

亡くなるまでの軌跡を辿ると、そこには共通の

「自殺の危機経路」が浮かび上がってきた。 

 不明 

 その他 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、自殺対策基本法第 13 条第２項の規定に基づき、本市の状況を勘案して定める市町村

自殺対策計画であり、本市における自殺対策を推進していくための総合的な計画として、自殺総合

対策大綱と整合性を図り、策定するものです。 

また、「桜井市総合計画」を上位計画とし、「健康さくらい 21計画」や「桜井市地域福祉計画」等

の自殺対策に関連する分野別計画とも連携を図りながら、保健、医療、福祉、教育、労働、その他

関連施策が有機的に連携するよう、総合的に推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

自殺をめぐる諸情勢の変化や本計画に基づく施策の推進状況等を考慮し、令和７年度（2025年

度）から令和 11年度（2029年度）までの５年間とします。 

 

 平成 

29年度 

(2017) 

平成 

30年度 

(2018) 

令和 
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(2019) 

令和 

２年度 
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８年度 

(2026) 
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(2027) 

令和 

10年度 

(2028) 

令和 

11年度 

(2029) 

国 

             

奈良県 

             

桜井市 

             

 

 

  

奈良県 

自殺対策計画 

第２次 

桜井市自殺対策計画 

桜井市総合計画 

桜井市地域福祉計画 自殺対策基本法 
 

自殺総合対策大綱 

【市の関連計画】 

・高齢者保健福祉計画及

び介護保険事業計画 

・障害者福祉基本計画 

・障害福祉計画・障害児 

福祉計画 

・子ども・子育て支援事業 

計画 

・健康さくらい 21 計画 

など 

県 

国 

自殺総合対策大綱（第３次） 

（平成 29 年７月閣議決定） 

第２次奈良県自殺対策計画 

（令和５年度～令和９年度） 

第１次奈良県自殺対策計画 

（平成 30 年度～令和４年度） 

自殺総合対策大綱（現行） 

（令和４年 10 月閣議決定） 

第２次桜井市自殺対策計画 

（令和７年度～令和 11 年度） 

第１次桜井市自殺対策計画 

（令和２年度～令和６年度） 
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４ ＳＤＧｓとの関連 

本市の「第６次桜井市総合計画」では持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）がめざす理念を盛り込み、

「ＳＤＧｓ17のゴールに対する地方自治体が果たし得る役割」も参考にしつつ、取組を進めていま

す。ＳＤＧｓの「誰一人取り残さない」という理念と、本計画の基本理念である「誰も自殺に追い

込まれることのないまち」の実現は、めざすところは同じです。 

本計画でも、ＳＤＧｓの視点を持ちながら各種施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《本計画と特に関連が深いＳＤＧｓ》 

 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終

わらせる 

 

各国内および各国間の不平等を是正する 

 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な

生活を確保し、福祉を促進する 

 

包括的で安全かつ強靭（レジリエント）

で持続可能な都市及び人間居住を実現す

る 

 

すべての人々への包摂的かつ公正な質の

高い教育を提供し、生涯学習の機会を促

進する 
 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社

会の促進、すべての人々の司法へのアクセ

ス提供、あらゆるレベルにおいて効果的で

説明責任のある包摂的な制度の構築を図る 

 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性

及び女児の能力強化（エンパワーメント）

を行う 
 

持続可能な開発のための実施手段を強化

し、グローバル・パートナーシップを活

性化する 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長、および

すべての人々の完全かつ生産的な雇用と

適切な雇用（ディーセント・ワーク）を

促進する 
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第２章 桜井市の自殺をめぐる現況と課題 
 

１ 統計情報における自殺の現状 

 
（１）自殺者数及び自殺死亡率の推移 

自殺者数の推移をみると、平成 21 年（2009 年）以降、増減を繰り返しながら、近年ではやや増

加しており、令和５年（2023年）には 12人となっています。 

人口 10 万人当たりの自殺死亡者数を表す自殺死亡率をみると、令和元年（2019 年）以降は全国

を下回って推移していましたが、令和５年（2023年）に 21.6と、全国・奈良県を上回っています。 
 

【本市の自殺者数の推移】 

 

【自殺死亡率の推移（全国・奈良県との比較）】 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）   
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（２）自殺者の性別 

性別での自殺者数の推移をみると、男性が大きな割合を占める状況が続いています。 

 

【性別にみた自殺者数の推移】 

 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）   

 

（３）自殺者の年代 

① 直近 10 年の性・年代別自殺者数 

直近の 10年間での年代別での自殺者数をみると、男性では 50～70歳代が全体の 50％を占め、女

性では 40歳代が全体の 26％を占めています。 

 

【性・年代別にみた自殺者数（直近 10年間（平成 26年～令和５年））】 

《男性》      《女性》 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）   
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② 年代別自殺死亡率の比較 

男性の「60歳代」及び「70歳代」の死亡率が全国に比べて非常に高くなっています。また、男

女ともに「30歳代」の死亡率が全国に比べてやや高くなっています。 
 

【性・年代別の平均自殺死亡率（人口 10万対）（全国との比較）（平成 30年～令和４年）】  

 
資料：地域自殺実態プロファイル 2023   

（４）自殺者の原因・動機 

① 直近 10 年の原因・動機別自殺者数 

直近の 10 年間での自殺者の原因・動機をみると、健康問題が最も多く、次いで、経済・生活問

題、家庭問題と続いています。 

 

【原因動機別にみた自殺者数（直近 10年間（平成 26年～令和５年））】 

 
※原因・動機に係る集計は、遺書等の資料により明らかに推定できる原因・動機を３つまで計上可能としており、原因・動

機別の和と原因・動機特定者数とは一致しない。 

資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）   
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② 原因・動機別の比較 

全国・奈良県の状況と比較すると、奈良県とともに「健康問題」が全国に比べて高くなってい

ます。また、「勤務問題」が全国・奈良県と比較してやや高くなっています。 

 

【原因・動機別自殺死亡率（全国・奈良県との比較）（平成 21年～令和５年）】 

 
資料：地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）   

 

 

（５）自殺者における未遂歴の有無 

自殺者における未遂歴の有無をみると、「未遂あり」が３割程度、「未遂なし」が５割程度となっ

ており、全国に比べて「未遂あり」が高くなっています。 

 

【自殺者における未遂歴の有無（全国との比較）（平成 30年～令和４年）】 

 
資料：地域自殺実態プロファイル 2023   
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２ 本市の自殺者の特徴 

いのちを支える自殺対策推進センターでは、本市における平成 30年（2018年）から令和４年（2022

年）までの自殺者に関するデータから自殺に至った背景にある危機経路を「地域自殺実態プロファ

イル」として分析しています。 

 

（１）桜井市の主な自殺の特徴 

上位５区分の内、１位、２位、５位の３区分が 60歳以上となっており、「高齢期」の自殺が多

いことが分かります。 

【区分別自殺者数及び自殺の主な背景（上位５区分）】 

平成 30年（2018年）から令和４年（2022年）の合計 39人（男性 31人 女性 8人） 

上位５区分 自殺者数 割合 
自殺死亡率* 

(10 万対) 
背景にある主な自殺の危機経路** 

１位 男性 60歳以上無職同居 10 25.6％ 42.7 
失業（退職）→生活苦＋介護の悩み（疲れ）＋

身体疾患→自殺 

２位 男性 60歳以上無職独居 6 15.4％ 152.5 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→将来

生活への悲観→自殺 

３位 男性 20～39歳有職同居 4 10.3％ 22.4 
職場の人間関係／仕事の悩み(ブラック企業)

→パワハラ＋過労→うつ状態→自殺 

４位 男性 40～59歳有職同居 3 7.7％ 10.8 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕

事の失敗→うつ状態→自殺 

５位 男性 60歳以上有職独居 2 5.1％ 95.6 
配置転換／転職＋死別・離別→身体疾患→う

つ状態→自殺 

・区分の順位は自殺者数の多い順で、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順とした。 

* 自殺死亡率の算出に用いた人口は、総務省「令和２年国勢調査」就業状態等基本集計を基に JSCPにて推計したもの。 

** 「背景にある主な自殺の危機経路」は、ライフリンク「自殺実態白書 2013」を参考に推定したもの。自殺者の特性別に見て

代表的と考えられる経路の一例を示しており、記載の経路が唯一のものではないことに留意。 

 

（２）「地域自殺実態プロファイル 2023」の重点課題 

「地域自殺実態プロファイル 2023」で分析された結果、「推奨される重点パッケージ」として

以下の４つの重点課題が挙げられています。 

 

プロファイルの重点課題 

高齢者  

生活困窮者  

こども・若者  

勤務・経営 

 
※「地域の自殺の特徴」の上位３区分の自殺者の特性と「背景にある主な自殺の危機経路」を参考に「こども・若

者」、「勤務・経営」、「生活困窮者」、「無職者・失業者」、「高齢者」の中から選定しています。 
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３ 第１次計画の評価と検証 

 

（１）計画目標の達成状況 

第１次計画策定時に設定した数値目標に対する、計画の達成状況は以下のとおりです。 

《計画全体の数値目標》 

数値目標 
実績 目標値 

平成 27 年（2015 年） 令和６年（2024 年） 

自殺死亡率（人口 10 万人当たり）の減少 16.8 11.8 以下 

《実績》 

 令和元年 
(2019 年) 

令和２年 
(2020 年) 

令和３年 
(2021 年) 

令和４年 
(2022 年) 

令和５年 
(2023 年) 

平均値 

自殺死亡率 10.5 8.8 12.4 12.6 21.6 13.2 

 

本市の自殺者数・自殺死亡率（人口 10 万人当たり）は、令和元年（2019 年）以降、概ね横ばい

傾向となっていたものの、令和３年（2021年）以降はゆるやかに増加し、令和５年（2023年）には

自殺死亡率 21.6となっています。令和元年（2019年）から令和５年（2023年）の５か年平均は 13.2

となっており、令和６年（2024年）の目標である 11.8以下を上回っています。 

 

 

（２）取組の進捗評価 

   

第１次計画の検証・総括については、延べ 81の事業内容のうち、51事業（63.0％）が「ａ評価：

達成できた」、19 事業（23.5％）で「ｂ評価：おおむね達成できた」となっており、８割以上の事

業で順調な進捗がみられました。 

 

 

 

 

 

ａ評価

63.0%

ｂ評価

23.5%

ｃ評価

1.2%

ｄ評価

2.5%
ｅ評価

9.9%

（81事業）

 項目数 構成比 

ａ評価：達成できた 51 63.0％ 

ｂ評価：おおむね達成できた 19 23.5％ 

ｃ評価：あまり達成できなかった 1 1.2％ 

ｄ評価：達成できなかった 2 2.5％ 

ｅ評価：未実施 8 9.9％ 

合 計 81 100.0％ 

※詳細については、資料編「４ 第１次計画の個別事業に対する評

価」（36 ページ以降）を参照 
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４ 第２次計画において重視する視点 

本市では、令和元年（2019年）以降、自殺者数・自殺死亡率はおおむね横ばい傾向にありました

が、令和５年（2023年）の自殺死亡率は大きく増加しました。本市の人口規模で比較すると、国や

県に比べ変動が大きくなるため、単年で傾向を見るのは難しい状況にありますが、これまでにわ

かっている本市の自殺の特徴や傾向に応じた対策に重点的に取り組むとともに、引き続き総合的な

自殺対策を強化していく必要があります。 

また、自殺の背景にはさまざまな社会的要因が複雑に関係しており、社会経済情勢の変化等に応

じて必要な支援を行えるよう、庁内関係部局や奈良県等と関連施策の連携強化を進めるとともに、

地域の関係機関や地域団体等と連携し、市域全体で自殺リスクを低下させることができるよう取り

組んでいく必要があります。 

このため、地域自殺対策プロファイル及びこれまでの取組と評価から、自殺に対する国の基本認

識をもとに５つの施策は第２次計画に引き継ぎます。また、本市における自殺の状況から課題とし

て挙げられた、自殺のリスクが高い世代である「高齢者」と「こども・若者」、自殺のリスクが高い

要因を抱える「生活困窮者」と「勤労世代」について、第２次計画では重点的な対策として取り組

みます。 

 

 

第１次計画  第２次計画 

 
《基本施策》 

（１）地域におけるネットワークの強化 

（２）自殺対策を支える人材の育成 

（３）市民への啓発と周知 

（４）生きることの促進要因への支援 

（５）児童・生徒のＳＯＳの出し方に 

関する教育 

 
《重点施策》 

（１）勤務・経営 

（２）無職者・失業者 

（３）高齢者 

（４）生活困窮者 

 

 
 
《基本施策》 

（１）地域におけるネットワークの強化 

（２）生きることの促進要因への支援 

（３）自殺対策を支える人材の育成 

（４）市民への普及・啓発の推進 

（５）児童・生徒のＳＯＳの出し方に 

関する教育 

 
《重点施策》 

（１）高齢者への支援 

（２）生活困窮者への支援 

（３）こども・若者への支援《新規》 

（４）働く世代への支援 
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第３章 計画の基本方針と取組 
 

１ 基本理念 

 

 

誰も自殺に追い込まれることのないまち 桜井 

 

 

国の基本理念である「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現をめざす」とともに、本市

の第６次桜井市総合計画のうち、本計画に関わる分野別展開「健やかに暮らせるまち」「安全・安心

に暮らせるまち」を踏まえ、本市の自殺対策は【誰も自殺に追い込まれることのないまち 桜井】を

基本理念とし、その実現に向けて対策を推進します。 

自殺死亡率の低減を図ることだけではなく、その原因になる事象を把握し、市民の意識を高める

とともに、相談・支援体制を強化していきます。また、施策の展開においては、市民、地域、関係

機関、行政等が連携・協働し、一体となって地域全体で「こころの健康づくり」と「自殺予防」に

取り組みます。 
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２ 基本方針 

 

（１）生きることの包括的な支援の推進 

自殺はその多くが追い込まれた末の死であり、その多くが防ぐことができる社会的な問題である

との基本認識の下、自殺対策を、生きることの包括的な支援として、社会全体の自殺リスクを低下

させるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢で各種取組を展開していくことが必要です。 

 

（２）関連施策との連携強化による総合的な取組の推進 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・職場のあり方の変化など、

さまざまな要因とその人の性格や家族の状況などが複雑に関係しており、自殺を防ぐためには社

会・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。 

包括的な取組の実施に向けては、さまざまな分野の施策、人々や組織がそれぞれ自殺対策の一翼

を担っているという意識を共有し、密接に連携する必要があります。 

 

（３）対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

自殺対策に係る個別の施策は、①「対人支援のレベル」、②「地域連携のレベル」、③「社会制度

のレベル」を有機的に連動させることで、総合的に推進するものとされています。 

また、自殺や精神疾患等についての正しい知識の普及・啓発等の「事前対応」から、現に起こり

つつある自殺発生の危険に介入する「危機対応」、自殺や自殺未遂が生じた場合に周囲に与える影

響を最小限として新たな自殺を発生させない「事後対応」など、段階ごとに効果的な施策を推進し

ていく必要があります。 

 

（４）“実践”と”啓発”を両輪とした推進 

令和３年（2021 年）８月に厚生労働省が実施した意識調査によると、国民のおよそ 10 人に１人

が「最近１年以内に自殺を考えたことがある」と回答しており、自殺に追い込まれるという危機は

「誰にでも起こり得ること」ですが、危機に陥った人の心情や背景が理解されにくいのが現状です。

危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということが、社会全体の共通認識と

なるように、積極的に啓発を行う必要があります。 

 

（５）関係機関等の役割の明確化と連携・協働の推進 

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、行政だけでなく、関係団体、

民間団体、企業、地域等が連携・協働して自殺対策を総合的に推進することが必要です。そのため、

それぞれの主体が果たすべき役割を明確化、共有した上で、相互の連携・協働の仕組みを構築する

ことが必要です。 
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（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

自殺対策基本法第９条において、「自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉及び

生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければならな

い」と定められていることを踏まえ、このことを改めて認識して自殺対策に取り組んでいく必要が

あります。 

 

３ 計画の数値目標 

自殺対策における最終的な目標は、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現です。自殺

総合対策大綱の中では、自殺死亡率を平成 27年（2015年）時点と比べて、令和８年（2026年）ま

での間に 30％以上減少させることを数値目標として掲げています。（毎年約 2.5％の減少） 

本市では、令和３年（2021 年）以降、自殺死亡率が減少せず増加している状況です。そのため、

毎年一定数の市民が自殺に追い込まれている現状を考慮し、国の方針を踏まえつつ、本市において

も５年間の計画期間内に自殺死亡率を減少させ、令和 11年（2029年）には 11.0以下にすることを

めざします。 

将来的には自殺死亡者を 0にすることを最終目標とし、さらなる自殺対策の推進に取り組みます。 
 

《数値目標》 

成果指標 

実績値 目標値 

令和元年～令和５年 
令和 11 年(2029 年) 
（令和７年～令和 11 年） 

桜井市の自殺死亡率＊ 13.2 11.0 以下 

 

《目標値の算出根拠》 

本市の自殺者数および自殺死亡率は各年により増減があり、単年の自殺死亡率を基準とした目

標値では実情の反映やデータ分析が難しいことから、直近５年間（令和元年～令和５年）の自殺

死亡率の平均値を基に目標を設定することとします。 

直近５年の平均値を基準に、国の減少目標（平成 27年～令和８年の 11年間で自殺死亡率 30％

以上減少）の減少ペースを勘案し、次の手順で設定しました。 

① 直近５年（令和元年～令和５年）の自殺死亡率の平均値を算出 

 令和元年 
(2019 年) 

令和２年 
(2020 年) 

令和３年 
(2021 年) 

令和４年 
(2022 年) 

令和５年 
(2023 年) 

平均値 

自殺死亡率 10.5 8.8 12.4 12.6 21.6 13.2 

② 国の減少目標（平成 27年～令和８年の 11年間で自殺死亡率 30％減少）の減少ペース 

国の目標の「11年間で 30％以上減少」を達成する減少ペースを勘案すると、６年間（令和５年

から令和 11年まで）では約 16.4％（＝30％×6/11）の減少となります。 

 

 

 
＊自殺死亡率とは、人口 10 万人当たりに換算した時の年間自殺死亡者数を表した値 

自殺死亡率＝（年間自殺死亡者数/住民基本台帳人口）×100,000（人） 

自殺死亡率：13.2（人口 10万人対）から 16.4％減少  ⇒ 目標値「11.0以下」 
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

（１）生きることの包括的な支援の推進 

（２）関連施策との連携強化による総合的な取組の推進 

（３）対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

（４）“実践”と”啓発”を両輪とした推進 

（５）関係機関等の役割の明確化と連携・協働の推進 

（６）自殺者等の名誉及び生活の平穏への配慮 

誰も自殺に追い込まれることのないまち 桜井 

基本理念 

基本方針 

 

（１）地域におけるネットワークの 

強化 

（２）生きることの促進要因への支援 

（３）自殺対策を支える人材の育成 

（４）市民への普及・啓発の推進 

（５）児童・生徒のＳＯＳの出し方 

に関する教育 

基本施策 

（１）高齢者への支援 

（２）生活困窮者への支援 

（３）こども・若者への支援 

（４）働く世代への支援 

重点施策 
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５ 基本施策 

 

（１）地域におけるネットワークの強化 

自殺対策は、家庭や学校、職場、地域など社会全般に深く関係しています。 

総合的な自殺対策を推進するため、自殺対策に関する情報を収集・分析し、庁内・外部関係機関、

地域団体との情報共有・連携を推進するとともに、多様な関係者が連携・協力しながら、本市の特

性に応じた効果の高い施策を推進します。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

桜井市健康づくり推進

協議会 

保健・医療・福祉・教育・住民代表等、幅広い関係

機関や団体で構成されており、本市の自殺対策推

進の中核組織として、計画の協議や承認、計画の

進捗状況の検証などを行います。 

けんこう増進課 

桜井市自殺対策連絡会

議 

庁内関係部署により「桜井市自殺対策連絡会議」

を組織し、緊密な連携・協力のもと、組織横断的に

自殺対策を推進します。 

けんこう増進課 

自治会活動の支援 

自治会と行政の協力体制を図り、各自治会の自主

的な活動を支援し、地域コミュニティの活性化、

安全・安心に暮らせる地域づくりに必要な情報提

供を行います。 

市民協働課 

消費生活相談 

市民が消費生活関連の被害に遭わないよう、また、

被害に遭った場合の対応や支援を相談できる環境

を整備し、健全で快適な消費生活を促進します。 

市民協働課 

地域福祉相談員事業 

相談員を各中学校区に配置し、複雑化・複合化し

た相談を受け止めるための関係機関等との連携体

制や、アウトリーチ等による継続的な支援が必要

な人への対応ができるよう体制を整え、社会福祉

協議会や民生・児童委員等と連携しながら、解決

に向けた取組を行います。 

社会福祉課 

地域ケア会議 

多職種の協働のもと、困難を抱える人の自立支援

に資するケアマネジメントを支援し、地域の方々

も含めたネットワークを構築するとともに、具体

的な地域課題やニーズを必要な社会基盤整備につ

なげていきます。 

高齢福祉課 

要保護児童対策地域協

議会 

児童虐待の防止、早期発見、早期対応、支援活動へ

のつなぎなど、総合的な取組を推進するための保

健、医療、福祉、教育、警察等で構成するネット

ワーク組織です。児童虐待等で保護を要する児童、

支援が必要とする児童や保護者に対し、複数の機

関で援助を行います。 

こども支援課 
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（２）生きることの促進要因への支援 

自殺対策は、社会における「生きることの阻害要因（過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめ

や孤立等）」を減らし、「生きることの促進要因（自己肯定感、信頼できる人間関係、危機回避能力

等）」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で実施することが重要です。 

生きづらさを抱えた人や孤立のリスクを抱えるおそれのある人が十分な社会的支援を受け自殺

リスクが軽減されるよう、各分野の相談支援体制の充実や安心して過ごせる居場所づくりを図ると

ともに、市民に相談窓口や支援内容について一層の周知を図ります。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

民生・児童委員活動 

地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相談

機関につなげる上で、地域の最初の窓口となる役

割を担う活動が円滑に進むよう、補助を行います。 

社会福祉課 

被災時におけるメンタ

ルヘルス対策の推進 

「桜井市地域防災計画」に基づき、大規模災害に

おける被災者の心のケア支援事業として、各種の

不安や悩みに対する相談に対応し、実務的な支援

につなげるとともに、専門的な心のケアとの連携

強化等、危機発生時における被災者のメンタルヘ

ルス対策を推進します。 

危機管理課 

交通遺児奨学援助金 

制度 

交通事故で父母等の監護者を亡くした遺児の就学

の安定を図る制度です。 

事故後にはさまざまな困難や問題に直面し、自殺

リスクが高まる可能性があることから、加害者・

被害者の双方に相談機会を提供するとともに、相

談に来られた人に、リーフレット等を配布するこ

とで、支援機関等に関する情報の周知を行います。 

危機管理課 

人権相談・女性相談事業 

人権相談や女性相談を通じて、相談者が自信やパ

ワ－を回復し、問題解決に立ち向かえるよう支援

します。また、ＤＶ被害や犯罪被害、自殺リスクが

あるときは、必要に応じて関係機関へつなぎます。 

人権施策課 

住民への相談事業 

家族に関する悩みや借金などのさまざまな問題を

抱える市民に対して、関係機関と連携した専門的

分野別の無料相談窓口を設置し、問題解決に向け

た支援を行います。また、無料相談窓口に関する

情報の周知を図ります。 

市民協働課 

障害者相談支援事業 

判断能力に不安を抱える方の中には自殺のリスク

が高い方も含まれる可能性があることから、支援

の中で自殺のリスクが高い人の情報をキャッチ

し、必要な支援につなげます。 

また、障害者虐待に関する通報・相談窓口を社会

福祉事務所に設置し、虐待への対応を糸口に、当

人や家族等、擁護者の支援を行い、適切な支援先

へとつなげます。 

社会福祉課 
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事業名 事業概要 担当課 

保護司会活動 

犯罪や非行に走る人の中には、日常生活上の問題

や、家庭や学校の人間関係にトラブルを抱えてお

り、自殺のリスクが高い方も少なくないことから、

対象者がさまざまな問題を抱えている場合に保護

司が適切な支援先へとつなぐ対応が円滑にできる

よう、活動支援を行います。 

社会福祉課 

各保育所・幼稚園 

子育て支援事業 

地域の子育て家庭を対象に、保護者の不安感を緩

和するため、親子の交流の場を提供し、育児相談

や子育てに必要な情報提供を行います。日頃から

保護者の体調や家庭の状況にも目を向け、困難を

抱えていることを把握した際には、必要に応じて

他機関へつなぎます。 

また、家庭支援推進保育士を中心に職員知識の向

上を図り、気づき役やつなぎ役としての役割を担

えるよう、保育士の成長を図ります。 

保育教育課 

子育て短期支援事業 

ショートステイでは、保護者が一時的に児童を養

育することが困難な場合、乳児院や児童養護施設

で原則７日間を限度に児童を預かります。 

トワイライトステイでは、仕事の都合などで平日

の夜間または休日に児童を養育することが困難な

場合、児童養護施設で児童を預かります。 

こども支援課 

母子健康手帳交付 

妊婦健康診査受診券発

行 

妊娠届出時（母子健康手帳・妊婦健診補助券交付

等）、妊婦や家族の健康状態、妊娠・出産・育児に

関する悩みや不安(経済状況、支援者等）に対応す

るため、妊婦等全員に面談を実施します。必要に

応じ、継続的な相談支援を行ったり、関係機関と

連携することで妊娠・出産の不安軽減やマタニ

ティブルーの予防等に努めます。 

こども支援課 

地域子育て支援拠点 

事業 

市内３か所において、親子の遊び場を開設し、親

子間の交流、子育ての相談、子育て力をアップす

る講座などを実施しています。保育士を配置し、

こどもとの関わり方などを伝えて子育ての不安感

の軽減につなげるとともに、子育て中の保護者が

社会とつながる一端を担います。 

こども支援課 

ファミリー・サポート・

センター事業 

保育では補えないすき間を埋める支援事業で、子

育ての援助を行う人（援助会員）、援助を行ってほ

しい人（依頼会員）による有料の相互援助活動で

す。子育ての負担感を補い、仕事や生活の保障を

図るだけでなく、継続して活動することで信頼関

係を築くなど、子育ての良き理解者（支援者）とな

るよう努めます。 

こども支援課 

利用者支援事業 

子育て家庭の孤立を防ぐために利用者支援事業

(基本型)の子育て支援コーディネーターを保健福

祉センター、つどいの広場事業に配置し、保護者

の相談に寄り添い対応し必要なサービスや関係機

関に連携するなど、妊娠期から子育て期までの切

れ目ない支援を行います。 

こども支援課 
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事業名 事業概要 担当課 

母子生活支援施設措置 

母子家庭等において、さまざまな事情からこども

の養育が十分にできない場合、こどもと一緒に母

子生活支援施設に入所することにより、生活の安

定を図り、自立への支援を行います。 

こども支援課 

子育て支援事業 

地域の子育て家庭を対象に、親子の交流の場を提

供し、育児相談や子育てに必要な情報提供を行い、

保護者の不安感を緩和します。 

こども支援課 

【新規】 

産後ケア事業 

産後に心身の不調や育児不安等を抱える母親とそ

の子を対象に、助産師などの専門スタッフにより、

母親の心身のケアや育児指導等の支援を行い、子

育てに関連した悩みや困難の軽減を図り、産後う

つの発生を予防します。 

こども支援課 

地元スポーツチームに

よる活動への支援事業 

スポーツ活動を通して同じ目的を持った仲間との

親睦を図ることで、身近な人の心の悩みを共有す

るとともに、自殺防止等に関する情報提供や啓発

を行います。 

社会教育課 

ひきこもり相談 

早期の相談につながるよう専用ダイヤルを設置

し、本人や家族の方に対し相談支援を実施します。

本人と社会とのつながりの回復をめざします。 

社会福祉課 
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（３）自殺対策を支える人材の育成 

自殺を可能な限り未然に防ぐには、自分の周りにいるかもしれない自殺を考えている人への気づ

きや声かけ、専門家へのつなぎなど、市民一人ひとりの気づきと見守りが促される気運の醸成が重

要です。 

地域や学校、職場など、あらゆる領域において、自殺問題に関する正しい知識の普及をはじめ、

自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、傾聴し、必要に応じて専門家につなぎ、見守るなど

のしくみを強化するため、「ゲートキーパー」としての役割を担う人材を充実します。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

ゲートキーパー研修の

実施 

市民と接することの多い市職員や相談業務等を行

う関係団体、市民にゲートキーパー研修を実施す

ることで、必要な知識を取得し、問題を抱えた自

殺のリスクの高い人々を早期にキャッチして、適

切な窓口につなぐなど、自殺の未然防止を図りま

す。 

けんこう増進課 

納税相談 

窓口や徴収を行う職員が気づき役やつなぎ役とし

ての役割を担えるよう、自殺対策の視点も含めた

対応を行います。 

税務課 

市職員の研修事業 
職員研修を通して、市職員の自殺対策に対する意

識を高め、全庁的に自殺対策の推進を図ります。 
人事課 

生活指導・健全育成 

（教職員向け研修等） 

問題行動の未然防止を含めた児童・生徒の健全育

成をめざした指導及び支援を行います。 

また、生徒指導体制の整備等も含め、適切な生徒

指導が行われるよう、教職員向けの研修を充実し

ます。 

学校教育課 

教職員人事・研修関係事

務 

教職員の過労や長時間労働が問題となる中で、研

修により、メンタルヘルスの状態を客観的に把握

し、必要な場合には適切な支援につなげる等の対

応を取ること等について理解を深めることで、教

職員への支援や意識の醸成につなげます。 

また、研修資料の１つとして相談先一覧等のリー

フレットの配布を行うことで、教員自身ならびに

児童生徒向けの支援策の周知徹底を図ります。 

学校教育課 
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（４）市民への普及・啓発の推進 

自殺の問題は、一部の人だけの問題ではなく、誰もが当事者となり得る重大な問題であることや、

自殺は社会全体で防げるものであることを認識し理解を深めることが大切です。 

自殺に対する誤った認識や偏見を払拭するとともに、心身の健康状態を適切に保持する方法をは

じめ、危機に陥った場合には誰かに援助を求めることが適当であるということなど、自殺問題に対

する市民一人ひとりの理解が深まるよう、ＳＮＳやインターネット、各種イベント等の活用など、

さまざまな方法、あらゆる機会をとらえて普及・啓発を推進します。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

住民ガイドブック 

｢桜井市暮らしの便利

帳｣での普及啓発 

各種相談先一覧に、命や暮らしに関するさまざま

な分野の相談先情報を加え、住民に対する相談先

情報の拡充、周知を図ります。 

また、防災の情報として、り災証明書や災害弔慰

金などの被災後の生活再建に向けた手続きや支援

制度に関する情報を加え、被災者に対する情報の

拡充・周知を図ります。 

行政経営課 

危機管理課 

行政情報コーナーに関

する運営 

行政情報コーナー（本庁１階ポスター掲示、３階

総務課情報公開コーナー）において、「生きること

の包括的な支援」や相談機関等に関するポスター

を掲示したり、相談リーフレットを配架するなど、

住民に対する啓発を行います。 

管財契約課 

人権啓発事業 

桜井市人権施策に関する基本計画の基本理念に基

づき、豊かな自尊感情を育み人権意識を高めるた

めに、さまざまな人権課題について、講演をはじ

め包括的な啓発を行います。 

人権施策課 

出前講座での普及啓発 

いきいきとした暮らし、活力ある地域づくりを推

進し、出前講座を通して生活に必要な行政制度等

の普及啓発を図るため、相談窓口情報の提供、周

知を行います。 

市民協働課 

図書館での普及啓発 

図書館を啓発活動の拠点とし、「こころの健康」を

テーマにした関連図書の紹介や相談窓口チラシ等

の設置を行うなど、情報提供の場として活用しま

す。 

また、誰もが利用できる施設として、学校や職場

とは別の、安心して過ごせる居場所の一つとして

読書環境の充実を図ります。 

社会教育課 

こころの健康及び 

自殺対策の普及啓発 

自殺対策やこころの健康についての正しい知識の

普及啓発や、生きる支援に関すること、相談窓口

等の情報提供を行います。 

また、自殺予防月間(９月)及び自殺対策強化月間

(３月)を広報紙やホームページで周知し、啓発を

強化します。 

けんこう増進課 
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事業名 事業概要 担当課 

安心安全まちづくり事

業 

生活安全推進協議会で自殺実態に関する情報等を

共有し、気付きの重要性や取組等を知ってもらう

ことで、地域の関係者が自殺対策について理解を

深める機会となります。 

危機管理課 

ゲートキーパー研修受

講の周旋 

交通・防犯・暴力団対策の各協議会の委員にゲー

トキーパー研修を受講してもらうことで、地域、

特にこどもたちに関して、気づき役としての視点

を持ってもらうことにつながります。 

危機管理課 

 

 

 

（５）児童・生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

児童・生徒に対して、こころの健康や命の大切さに関する正しい知識を持つとともに、生きるた

めの包括的な支援として、「困難やストレスに直面した児童・生徒が信頼できる大人に助けの声を

あげられる」を目標として、学校の教育活動として位置づけ、教育を行います。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

教育相談 

（いじめ含む） 

学校生活や人間関係での悩みや心配事に対して、

教員やスクールカウンセラー、青少年センター指

導員が相談に応じ、諸問題の早期発見を行うとと

もに、必要に応じて関係機関へつなぎます。 

学校教育課 

社会教育課 

思春期健康教育 

（いのちの授業） 

思春期は身体的発達と精神的発達が不均衡な時期

であるとともに、性的関心が高まる時期でもあり

ます。この時期のこどもたちに、自他共に命の大

切さを意識すること、責任のある自己決定ができ

る行動についての健康教育や保健授業を行い、い

じめや心の不調、予期せぬ妊娠等の問題解決に向

けた支援を行います。 

学校教育課 

こども支援課 

けんこう増進課 
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６ 重点施策 

 

（１）高齢者への支援 

高齢者は、退職、失業、収入の減少、社会的な役割の縮小、疾患への不安、知人や配偶者の死な

ど、他の年代に比べ、生活に不安を抱いたり、さまざまな喪失体験をしたりする機会が増え、孤独

感・社会的な孤立・絶望感など深刻なストレスを抱えやすい世代です。 

本市では高齢者の自殺者数が多く、急速に進む高齢化の中、特別な配慮が必要な人々であると認

識しておく必要があります。 

地域包括ケア体制の推進とともに取り組まれている重層的支援体制や「桜井市老人保健福祉計画」

の施策と連携し、高齢者や高齢期を迎える世代に対し、生きることを促すための包括的な支援を推

進する一方で、生きることを阻害する要因の軽減を図ります。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

高齢者に関する総合相

談 

地域包括支援センターを中心に、高齢者に関する

相談を実施します。高齢者の自殺の特徴、サイン

から適切な情報提供、関係者と協力・連携するこ

とで、孤立している人への支援を推進します。 

高齢福祉課 

ひとり暮らし施策 
地域での支え合いを目的に、老人会の加入者が対

象者を訪問し、安否確認を実施します。 
高齢福祉課 

生きがい施策 

（高齢者向けクラブへ

の活動助成） 

高齢者が気軽に集うことができる居場所づくりと

して、高齢者向けクラブへ活動助成を行い、運動

による介護予防や多世代による交流活動などを通

して、高齢者の生きがいづくりや社会参加を促し

ます。 

高齢福祉課 

老人福祉施設への措置

及び費用の徴収 

65歳以上で虐待等の理由により自宅での生活が困

難な高齢者への入所事務を行います。 
高齢福祉課 

高齢者福祉事業の充実 

高齢者の生活を支えるサービス（高齢者福祉電話

等貸与事業、訪問理美容サービス事業、介護用品

給付事業、高齢者補聴器購入費用補助制度など）

を実施し、高齢者の生活の基盤を整えます。 

高齢福祉課 
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（２）生活困窮者への支援 

いわゆる生活困窮者は、虐待や障害、介護、多重債務等の複合的にさまざまな背景を抱えている

ことが多く、結果として自殺リスクが高くならざるを得ない人が多数存在していることを理解した

上で、関係機関とともに支援に取り組むことが重要です。 

生活困窮者に対応する関係部署や機関等と連携しながら包括的な支援を行うことを通じて、生活

困窮により生きづらさを抱えている人たちの支援を推進します。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

生活困窮者自立相談支

援事業 

あらゆる困り事を抱えた市民の相談について、排

除することなく、「行政の助言」よりも先に「相手

の思いを汲むこと」を大切にし、単発で終わらな

いよう寄り添い、次につながることを意識した支

援を行います。 

社会福祉課 

生活保護事務 

病気や障害等の理由で働くことができない市民に

対して、最低限度の生活を営めるよう、必要な方

に生活保護法を適用します。 

また、自殺予防の観点からも、自尊感情や自己有

用感が再構築され、病気や障害を乗り越え（また

は共存しながら）自立した生活ができるよう、ま

ずはその世帯の生活基盤を整えることを支援しま

す。 

社会福祉課 

就労の支援 

稼働年齢にある生活保護受給者に対し、就労を支

援します。労働の対価として収入を得ることだけ

でなく、働くことを通じて、日々の生活を充実さ

せたり、社会とのつながりや自己のやりがい、達

成感を得ることにつなげます。 

社会福祉課 

納税相談 

市民税、固定資産税、国保税、後期高齢者保険料、

介護保険料、保育料などの徴収を行う職員は、市

民が失業や病気等で市税等の納付困難となった場

合に分割納付等に関する相談を実施します。 

税務課 

保険医療課 

高齢福祉課 

保育教育課 

公営住宅管理事務 

公営住宅入居手続き 

公営住宅の居住者や入居申込者の中には、生活困

窮や低収入など、生活面での困難や問題を抱えて

いることも少なくありません。状況を把握し、支

援につなげるための有効な窓口となるよう努める

とともに、家賃の支払いが困難な状況にある人に

ついては、利用可能な行政サービスにつなげます。 

また、公営住宅には高齢者世帯も多く、特に一人

暮らし高齢者は一般的に自殺のリスクが高いとさ

れているため、生活の変化に気づき、必要に応じ

て関係機関と連携した対応を行います。 

営繕課 
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事業名 事業概要 担当課 

特別児童扶養手当・児童

扶養手当・ひとり親家庭

等医療費助成等支給事

務 

障害児を抱える家庭やひとり親等の家庭に対し

て、手当の支給や医療費の助成を行うことにより、

家庭の経済状況の安定につなげます。育児等の負

担が大きい場合もあるので、不安や悩みを把握し

た時には関係機関への連携を行います。 

保育教育課 

就学援助と特別支援学

級就学奨励援助に関す

る事務 

就学に際して経済的困難を抱えている児童・生徒

は、その他にもさまざまな問題を抱えていたり、

保護者自身も困難を抱えていることも多いことか

ら、費用の補助に際して保護者に対して家庭状況

に関する聞き取りを行うなど、自殺のリスクの早

期発見に努めます。 

また、相談先一覧等のリーフレットの配布等を行

い、支援機関についての情報提供を行います。 

学校教育課 
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（３）こども・若者への支援 

国では、近年、こども・若者の自殺者数が増加傾向となっており、大綱では、こども・若者の自

殺対策の更なる推進・強化を図ることとなっています。また、令和５年（2023 年）６月には、「こ

どもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議」において「こどもの自殺対策緊急強化プラン」が取り

まとめられるとともに、同年６月に閣議決定した「教育振興基本計画」においても児童生徒の自殺

対策の推進が盛り込まれました。 

自殺リスクを含む支援が必要なこどもや家庭を早期に把握・支援するとともに、こどものＳＯＳ

をどのように受け止めるのかについて、教員や保護者が学ぶ機会を設定し、教育・保健・福祉など

の分野を超えた連携に取り組みます。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

いじめ防止対策事業 

いじめ問題対策連絡協議会やいじめ対策委員会の

開催をし、各校のいじめ防止基本方針の点検と見

直し、個別支援等を通じて、いじめの早期発見・早

期対応や未然防止を図ります。 

学校教育課 

要保護児童対策地域協

議会 

【再掲】 

児童虐待の防止、早期発見、早期対応、支援活動へ

のつなぎなど、総合的な取組を推進するための保

健、医療、福祉、教育、警察等で構成するネット

ワーク組織です。児童虐待等で保護を要する児童、

支援を必要とする児童や保護者に対し、複数の機

関で援助を行います。 

こども支援課 

不登校児童生徒支援 

事業 

適応指導教室の運営を通して、不登校児童・生徒

への学習的支援や、児童・生徒及び保護者への心

理的支援を行います。 

学校教育課 

生活指導・健全育成 

（教職員向け研修等） 

【再掲】 

問題行動の未然防止を含めた児童・生徒の健全育

成をめざした指導及び支援を行います。 

また、生徒指導体制の整備等も含め、適切な生徒

指導が行われるよう、教職員向けの研修を充実し

ます。 

学校教育課 

学童保育事業 

学童保育を通して、保護者やこどもの状況把握を

行い、悩みを抱えたこどもや保護者を把握して必

要に応じて支援につなげます。 

また、学童保育所の職員にゲートキーパー研修を

受講してもらうことで問題を抱えている保護者や

こどもを必要な機関へとつなぐ等の対応が取れる

ような人材の育成を図ります。 

保育教育課 

青少年健全育成事業 

青少年センターにおいて、電話や面談相談の実施

とケースに応じて他関係機関への紹介や連携を行

います。 

また、青少年の非行防止や健全育成のため、青少

年の抱える問題や取り巻く状況について研修会等

を実施し、情報提供を行うことにより、現状や取

組内容について理解を深めます。 

社会教育課 
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事業名 事業概要 担当課 

こども発達支援教室 

発達に悩みや課題を抱える就学前の幼児と保護者

の療育の場を設け、関係機関と協働して幼児期を

通じて切れ目のない一貫した支援を行います。 

こども支援課 

こんにちは赤ちゃん 

訪問 

生後４か月までのこどもがいる家庭を保育士や看

護師等が訪問し、母子の体調を確認するとともに、

悩みや困り事の相談に対応します。 

こども支援課 

妊婦・産婦乳児訪問 

助産師・保健師が家庭訪問で児の発育・発達の確

認、育児相談に応じる中で、産前産後の心身の状

態について把握し、必要に応じて継続した支援を

行うとともに、医療機関等との連携を図ります。 

こども支援課 

乳幼児健康診査 

４か月・10か月・１歳６か月・３歳６か月児健診

を実施します。内科診察、幼児の歯科診察、身体計

測、発達確認のほか、保健指導時には育児や栄養、

保護者の健康相談にも対応します。保護者の状況

や育児負担(感)に目を向け、必要に応じて継続し

た支援につなげます。 

けんこう増進課 

陽だまり育児発達相談 

こどもの発達や学習面など、保護者の不安や心配

事に対して、臨床心理士が予約制で相談に応じま

す。 

こども支援課 

すこやか相談 

（発達相談） 

幼児を対象として臨床心理士による発達相談を行

います。予約制で、発達検査等を行い、保護者へこ

どもへの関わり方のアドバイスを行うとともに、

必要に応じて関係機関と連携します。 

こども支援課 

【新規】 

桜井市こども家庭セン

ター 

妊娠期から妊婦に寄り添い、出産前から子育て期

にかかる切れ目ない支援を行うとともに、精神疾

患の既往などリスクが高いケースを早期に把握

し、必要に応じて、医療機関や福祉など関係機関

と連携するとともに、保健師・助産師等が伴走型

で支援を行います。 

また、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）機能を

維持したうえで、一体的に、相談支援を行うこと

で、虐待等を早期に発見し対応できるようにしま

す。 

こども支援課 

【新規】 

子ども食堂支援事業 

（補助金） 

子ども食堂等の地域の取組がこどもにとって安心

できる居場所となり、困難を抱えるこどもの気づ

きや見守りができるよう、身近な地域における居

場所づくりを支援します。 

こども支援課 

【新規】 

ヤングケアラー支援 

ヤングケアラーに対する認知度向上と理解の促進

を図ります。 

また、相談機関等との連携の強化を行い、優先的

に支援を行う必要性の高いケースを把握するよう

にします。 

こども支援課 

高齢福祉課 

社会福祉課 

学校教育課 

若者サポートステー

ション 

自分の進むべき道が見つからない人や、仕事をし

たいが一歩を踏み出せない若者を対象に、県内の

若者支援団体と連携しながら問題解決し、若者の

自立を支援します。 

商工振興課 
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（４）働く世代への支援 

働く人の自殺対策は、職場環境や労働環境の多様化に対応できるよう、単に職域、それぞれの企

業（事業所）での対策だけではなく、行政や地域の業界団体の役割が重要です。 

自殺リスクを低減させる取組として、職場でのメンタルヘルスの推進、ハラスメントの防止の普

及啓発など、関係機関・団体と連携しながら引き続き取り組んでいきます。 

 

《具体的な取組（主な事業を抜粋）》 

事業名 事業概要 担当課 

中小企業資金融資補助 

貸付利率の一部及び信用保証料を補填すること

で、金融負担の軽減と経営基盤の安定を図ります。

また、融資に際して聞き取り等を行う機会を通じ

て、困難な状況に陥った背景や原因等を把握し、

必要な支援につなげるなどの対応を行います。 

商工振興課 

商工業振興促進奨励金 

誘致条例に基づく指定企業に対し、市内在住者を

正規従業員として雇用した場合従業員１人につき

交付金を出すことで市民の雇用促進を図ります。

（商工業等施設を設置するために要した費用（土

地を除く）条件等あり） 

商工振興課 

ワーク・ライフ・バラン

スの推進に関する広報

記事の掲載 

広報紙へワーク・ライフ・バランスに関する記事を

掲載し、事業主だけでなく労働者に対しても啓発

や周知を行うことで、職場のメンタルヘルス向上

に取り組みます。 

商工振興課 

商工会会員事業所等へ

の情報提供 

商工会を通じて会員事業所等に対して、セミナー

等の情報提供を行います。 
商工振興課 

健康相談・特定健康診査

等事後指導 

保健師や栄養士により、健康相談や健診事後指導

を行います。身体・精神面の健康問題だけでなく

こころや病気の悩み、アルコール問題を抱えてい

るケースもあることから、必要に応じて専門医や

断酒会等との連携を図ります。 

けんこう増進課 

市職員の健康管理 

悩みを抱える住民やその支援者に対し、より適切

な支援につなげることができるよう、職場のメン

タルヘルス向上に取り組み、住民からの相談に応

じる市職員の心身の健康の維持増進を図ります。 

人事課 

 

 

７ 評価方法 

自殺対策関連事業について、年度ごとに各課がａ／ｂ／ｃ／ｄ／ｅの５段階で評価を実施します。 

 

ａ 達成できた 

ｂ おおむね達成できた 

ｃ あまり達成できなかった 

ｄ 達成できなかった 

ｅ 未実施 
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第４章 計画の推進にあたって 
 

１ 推進体制 

本計画の推進にあたっては、国・奈良県と連携を図るとともに、広く関係者や市民等の協力を得

て、それぞれの役割分担のもとで一体となって対応することが重要です。 

学識経験者や保健医療関係者、民間支援団体関係者等で構成される桜井市健康づくり推進協議会

を核として関係機関等の連携を強化し、計画の総合的、効果的な推進に努めます。 

庁内では、関係部署で構成する桜井市自殺対策連絡会議を中心に、組織横断的に対策を推進しま

す。各関係課及び管内外の各関係機関等は、それぞれが主として関わっている対象者に引き続き自

殺対策の取組を推進するとともに、状況に応じて互いに連携・協働しあうことでより質の高い施策

を展開していきます。また、各関係者間で円滑な情報共有を行い、支援施策等を進めやすい体制を

整備します。 

 

○ 桜井市健康づくり推進協議会 

自殺対策計画の検討と推進に当たり、行政、民間団体、有識者の多方面の専門的な意見や情報

を取り入れ、本市における自殺対策を総合的に推進します。 

 

○ 桜井市自殺対策連絡会議 

自殺対策計画の検討と、計画策定後に庁内関係部署の緊密な連携・協力のもと、組織横断的に

自殺対策を推進します。 

 

 

 

２ 進捗状況の把握 

計画期間中は、事業・取組についてＰＤＣＡサイクルによる適切な進行管理を行います。進行管

理は、桜井市健康づくり推進協議会及び桜井市自殺対策連絡会議において、定期的に施策の進捗状

況を把握・点検し、その状況に応じて事業・取組を改善していきます。 
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資料編 
 

１ 桜井市健康づくり推進協議会要綱 

昭和62年９月30日告示第59号 

改正 

平成６年３月29日告示第23号、平成９年９月30日告示第73号 

平成13年３月30日告示第49号、平成14年３月28日告示第43号 

平成28年３月31日告示第91号、令和３年３月31日告示第76号 

（設置） 

第１条 市民の総合的な健康づくり対策を推進するため、桜井市健康づくり推進協議会（以下「協

議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、市民の健康づくりを推進するため次のことについて調査審議する。 

(１) 健康づくりのつどいの開催等 

(２) 健康教室の開催等 

(３) 健康づくりに関する知識の普及 

(４) その他、健康づくりを推進するために必要な事項 

（組織） 

第３条 協議会は、委員20名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱又は任命する。 

(１) 市議会の議員 

(２) 学識経験者 

(３) 地区組織の代表者 

(４) 保健所の職員 

(５) 市の職員 

（任期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

２ 委員の再任は、妨げない。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長各１名を置く。 

２ 会長及び副会長は委員の互選によって定める。 

３ 会長は協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（議事録） 

第７条 協議会の会議については、次の各号に掲げる事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

(１) 協議会の開催日時及び場所 
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(２) 開会及び閉会の時刻 

(３) 出席した委員の氏名 

(４) 議題 

(５) 審議の概要 

(６) その他会長が必要と認める事項 

２ 前項の議事録には、会長及び会長が指名した２名以上の委員が署名しなければならない。 

（委員以外の出席） 

第８条 会長は、必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて意見を述べさせ、又は説

明させることができる。 

（資料の提出要求） 

第９条 会長は、必要と認めるときは、市長に調査に必要な資料の提出を要求することができる。 

（委員会） 

第10条 協議会は、健康診査等各種保健事業の進捗状況の評価を行い、効率的かつ効果的な事業の

推進を図るため、必要に応じ、桜井市保健サービス評価委員会（以下「委員会」という。）を設置

することができる。 

２ 委員会は、協議会の構成機関における実務者を構成員とする。 

３ 前項の構成員の指名は、会長が行う。 

４ 会長は、必要と認めるときは、第２項の構成員以外の者を構成員に加えることができる。 

５ 委員会は、会長が招集し、委員長が議長を務める。 

６ 委員会は、構成員の互選による。 

７ 委員会での検討事項については、協議会に報告しなければならない。 

（事案の処理） 

第11条 協議会は、協議した事項につき、その結果を市長に報告しなければならない。 

（庶務） 

第12条 協議会及び委員会の庶務は、けんこう増進課において行う。 

（その他） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項については、会長が定める。 

附 則 

この要綱は、昭和62年10月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月29日告示第23号） 

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年９月30日告示第73号） 

この要綱は、平成９年10月１日から施行する。 

附 則（平成13年３月30日告示第49号） 

この要綱は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年３月28日告示第43号） 

この要綱は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日告示第91号） 

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月31日告示第76号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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２ 桜井市自殺対策連絡会議設置要綱 

平成26年11月17日訓令甲第９号 

改正 

平成27年３月31日訓令甲第13号、平成30年３月30日訓令甲第６号 

令和２年２月７日訓令甲第２号、令和３年３月31日訓令甲第10号 

令和６年３月27日訓令甲第５号 

（設置） 

第１条 自殺対策基本法（平成18年法律第85号。以下「法」という。）の基本理念に基づき、市民が

健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実現をめざし、総合的・効果的な自殺対策に

ついて協議・推進するため、桜井市自殺対策連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

（所管事項） 

第２条 連絡会議は、次に掲げる事項を所管する。 

(１) 自殺の発生状況、原因及び背景の調査及び分析 

(２) 自殺予防に関する取組み及び情報交換 

(３) 法第 13条第２項に規定する自殺対策に関する計画の策定及びその進捗管理 

(４) その他自殺対策に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 連絡会議は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長はけんこう増進課長を、副会長はけんこう増進課主幹（主幹を置かない場合にあっては、

はつらつ保健係長）を、委員は別表に掲げる課の担当者をもって充てる。 

（会議の運営） 

第４条 連絡会議の会議は、会長が招集する。 

２ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、副会長が、その職務を代理する。 

３ 連絡会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見又は説明を聴

くことができる。 

（庶務） 

第５条 連絡会議の庶務は、けんこう増進課はつらつ保健係において処理する。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 27年３月 31日訓令甲第 13号） 

この規程は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則（平成 30年３月 30日訓令甲第６号） 

この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年２月７日訓令甲第２号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月 31日訓令甲第 10号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月 27日訓令甲第５号） 
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この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

人事課 

危機管理課 

総務課 

税務課 

市民課 

人権施策課 

市民協働課 

社会福祉課 

高齢福祉課 

保育教育課 

保険医療課 

こども支援課 

けんこう増進課 

営繕課 

商工振興課 

学校教育課 

社会教育課 

こども政策課 
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３ 自殺総合対策大綱 
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４ 第１次計画の個別事業に対する評価 
※総合評価は下記の基準にて評価を実施しています。 

ａ：達成できた 

ｂ：概ね達成できた 

ｃ：あまり達成できなかった 

ｄ：達成できなかった 

ｅ：未実施 

事業名 自殺対策の視点をふまえた事業概要 担当課 
総合 

評価 

今後の 

方向性 

職員の研修事業 
職員研修を通して、職員の自殺対策に対する意識

を高め、全庁的に自殺対策の推進を図ります。 
人事課 ａ 継続 

職員の健康管理 

住民からの相談に応じる職員の心身の健康の維持

増進を図ることで、悩みを抱える本人やその支援

者に対し、より適切な支援をすることができると

考えられます。また、自殺対策の一つとして、職場

のメンタルヘルス向上に取り組むことによって、

職員の健康の維持増進につなげることができま

す。 

人事課 ａ 継続 

被災時におけるメンタ

ルヘルス対策 

自殺総合対策大綱において、大規模災害における

被災者の心のケア支援事業の充実・改善や、各種

の生活上不安や悩みに対する相談、実務的な支援、

専門的な心のケアとの連携強化等の必要性が謳わ

れています。地域防災計画においてメンタルヘル

スの重要性や施策等につき言及することで、危機

発生時における被災者のメンタルヘルス対策を推

進します。 

危機管理課 ａ 継続 

住民ガイドブック｢桜

井市暮らしの便利帳｣

の更新 

命や暮らしに関するさまざまな分野の相談先情報

も、各種相談先一覧に加えることで、住民に対す

る相談先情報の拡充、周知に寄与します。｢り災証

明書｣｢災害弔慰金｣等、被災後の生活再建に向けた

手続きや、支援制度情報を、桜井市暮らしの便利

帳の｢防災の情報｣に加えることで、被災者に対す

る情報の拡充、周知を行います。 

危機管理課 ｄ 継続 

交通遺児奨学援助金制

度 

交通事故で父母等の監護者を亡くした遺児の就学

の安定を図る制度です。交通事故の加害者・被害

者ともに、事故後にはさまざまな困難や問題に直

面し、自殺リスクが高まる可能性があります。ま

た、加害者・被害者の双方に相談の機会を提供す

ることは、自殺リスクの軽減にもつながります。

相談者に来た人に、リーフレット等を配布するこ

とで、支援機関等の情報周知が可能となります。 

危機管理課 ａ 継続 

安心安全まちづくり事

業 

生活安全推進協議会で自殺実態に関する情報等を

共有し、気付きの重要性や取組等を知ってもらう

ことで、地域の関係者が自殺対策について理解を

深める機会となります。 

危機管理課 ｅ 継続 
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事業名 自殺対策の視点をふまえた事業概要 担当課 
総合 

評価 

今後の 

方向性 

ゲートキーパー研修受

講の周旋 

交通・防犯・暴力団対策の各協議会の委員にゲー

トキーパー研修を受講してもらうことで、地域、

特にこどもたちに関して、気づき役としての視点

を持ってもらうことにつながります。 

危機管理課 ｅ 継続 

行政の情報提供・広聴

に関する事務 

住民が地域の方法を知る上で最も身近な情報媒体

であり、自殺対策の啓発として、各種事業・支援策

等に関する情報を直接住民に提供する機会となり

ます。とりわけ「自殺対策強化月間（３月）」や「自

殺予防週間（９月）」に特集を組むなどするとより

効果的な啓発が可能です。 

行政経営課 ａ 継続 

住民ガイドブックの発

行 

ガイドブックの中に、さまざまな生きる支援に関

する相談先の情報を掲載することで、住民に対し

て情報周知を図ることができます。 

行政経営課 

総務課 
ａ 継続 

行政情報コーナーに関

する運営 

行政情報コーナー（本庁１階ポスター掲示、３階

総務課情報公開コーナー）において、「生きること

の包括的な支援」や相談機関等に関するポスター

を掲示したり、相談リーフレットを配架すること

により、住民に対する啓発の機会になると考えら

れます。 

総務課 ａ 継続 

市税の納税相談 

窓口や徴収を行う職員に自殺対策の視点も含めた

対応を行うことで、気づき役やつなぎ役としての

役割を担えるようになると考えられます。 

税務課 ｂ 継続 

人権啓発事業 

（セミナー・街頭啓発・

地域まつり開催事業） 

自殺対策（生きることの包括的な支援）に関連す

る講演や、パネルの展示、資料の配布などを行う

ことで、住民への啓発の機会となります。また、人

権意識を高めるため、講演会の中で自殺問題につ

いて言及するなど、自殺対策を啓発する機会とし

ます。 

人権施策課 ａ 継続 

ＤＶ対策推進事業 

ＤＶ被害者からの相談を受け、被害者の生命の安

全及び自立支援のため、関係機関へ連携していま

す。ＤＶ予防（防止）啓発活動を行うことで、理解･

認識を深めてもらい、ＤＶ予防や周りの気づきを

図ります。 

人権施策課 ａ 継続 

女性相談事業 

さまざまな問題の相談に応じており、女性が何か

しらの困難に直面した際の相談窓口として実施し

ています。関係機関の紹介、問題内容に応じた連

携した支援を行います。 

人権施策課 ａ 継続 

人権相談事業 

相談を通じて、相談者の自殺リスクを早期に発見・

防止し、関係機関へとつなぐ役割を担うことがで

きます。 

人権施策課 ａ 継続 

自治会活動の支援 

自治会等の場で自殺対策に関する講演や講習会を

行うことで、地域の住民として何ができるかを主

体的に考えてもらう機会となります。また、各自

治会独自の活動となるため、パンフレット等を活

用して啓発に努めます。 

市民協働課 ｅ 継続 
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事業名 自殺対策の視点をふまえた事業概要 担当課 
総合 

評価 

今後の 

方向性 

行政出前講座 

現在は事業メニューには加わってないが、担当課

が今後「ゲートキーパーの役割」や「地域自殺対策

の取組」等を、出前事業のメニューに加えること

で住民への啓発と周知を行います。また、出前講

座の趣旨として、行政の制度等を知ってもらうこ

とで、自殺対策にかかる制度や相談窓口の周知を

図ります。 

市民協働課 ｅ 継続 

住民への相談事業 

相談者の中には、自殺につながる悩みや問題を抱

えている事もあります。各種相談を受ける窓口で

は相談内容に応じた専門的分野の相談窓口への案

内が重要です。特に専門的知識が必要になる弁護

士による法律相談は、毎月第２木曜日に７枠（各

25 分）を無料法律相談窓口として開催し、多くの

方が利用しています。 

市民協働課 ａ 継続 

消費生活相談 

市民が消費生活関連の被害に遭わないように、ま

た、被害に遭った場合の対応や支援を相談できる

環境を整備し、健全で快適な消費生活を促進しま

す。 

市民協働課 ａ 継続 

相談支援 

判断能力に不安を抱える方の中には、精神疾患や

知的障害等を有し、自殺のリスクが高い方も含ま

れる可能性があります。支援の中で自殺のリスク

が高い人の情報をキャッチし、支援につなぐため

の機会にすることができます。また、障害を抱え

る人だけではなく、生活に困っている人の窓口と

なり、適切な支援を提供できるよう努めます。 

社会福祉課 ｂ 継続 

障害者虐待防止 

センター窓口 

障害者虐待に関する通報・相談窓口を社会福祉事

務所に設置しています。虐待への対応を糸口に、

当人や家族等、擁護者の支援を行い、適切な支援

先へとつなげる障害者虐待に関する通報・相談窓

口となるよう努めます。 

社会福祉課 ｂ 継続 

生活困窮者自立相談支

援事業 

あらゆる困り事を抱えた市民の相談を基本的に排

除することなく、寄り添い支援を行っています。

生活保護法のような指導や指示をするわけではあ

りませんが、「行政の助言」よりも先に「相手の思

いを汲む事」を大切にし、単発で終わらないよう

に、次につながる支援を意識しながら事業展開し

ています。 

社会福祉課 ｂ 継続 

生活保護法の活用 

病気や障害等の理由で働くことができない市民に

対して、最低限度の生活を営めるように、必要な

方に生活保護法を適用します。また自殺予防の観

点からも、まずはその世帯の生活基盤を整える事

により、自尊感情や自己有用感が再構築され、病

気や障害を乗り越え、または共に共存しながら自

立した生活ができるよう支援します。 

社会福祉課 ｂ 継続 
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事業名 自殺対策の視点をふまえた事業概要 担当課 
総合 

評価 

今後の 

方向性 

奈良県広域就労準備支

援事業 

義務教育修了後より 64 歳までの生活困窮者のう

ち、社会に適応する能力に不安を感じている（引

きこもり・ニート等）方に対し、個別にプランを作

成し、各種プログラムに参加していただき、自信

を持って社会に出られるように支援します。 

社会福祉課 ｃ 継続 

民生・児童委員活動 

相談者の中で問題が明確化しておらずとも、同じ

住民という立場から、気軽に相談できるという強

みが民生・児童委員にはあります。地域で困難を

抱えている人に気づき、適切な相談機関につなげ

る上で、地域の最初の窓口となるよう努めます。 

社会福祉課 ｂ 継続 

保護司会活動 

犯罪や非行に走る人の中には、日常生活上の問題

や、家庭や学校の人間関係にトラブルを抱えてお

り、自殺のリスクが高い方も少なくありません。

対象者がさまざまな問題を抱えている場合には、

保護司が適切な支援先へとつなぐ等の対応を取れ

るよう努めます。 

社会福祉課 ｂ 継続 

地域福祉相談員事業 

陽だまり政策の一環として行われている事業で、

地域福祉支援員等による相談活動や見守り活動を

行っています。地域において自殺リスクを抱えた

対象者の早期発見と適切な支援につなげるよう努

めます。 

社会福祉課 ｂ 継続 

ひとり暮らし施策 
地域での支え合いを目的に、老人会の加入者が対

象者を訪問し、安否確認を実施しています。 
高齢福祉課 ａ 継続 

生きがい施策 

（高齢者向けクラブへ

の活動助成） 

高齢者向けのクラブへ活動助成を行っています。

講習会等で自殺問題に関する講演ができれば、住

民への啓発の機会となります。 

高齢福祉課 ａ 継続 

老人福祉施設への 

措置及び費用の徴収 

65歳以上で虐待等の理由により自宅での生活が困

難な高齢者への入所事務を行っています。 
高齢福祉課 ａ 継続 

高齢者に関する窓口相

談 

地域包括支援センターを中心に高齢者に関する相

談を実施。高齢者の自殺の特徴、サインから適切

な情報提供、関係者と協力・連携することで、孤立

している人への支援を推進します。 

高齢福祉課 ａ 継続 

ふれあい会食事業 

食事の提供機会を利用し高齢者の生活実態を把握

することで、孤独死等の予防を図ることができま

す。また、対象者の中に自殺のリスクの高い高齢

者がいた場合には、食事を提供する職員が適切な

機関へつなぐ等の対応が取れるように努めます。 

高齢福祉課 ａ 継続 

寝たきり高齢者理髪・

美容サービス事業 

理美容サービスを行う業者が高齢者とその家族が

抱える問題等に気づき、必要に応じて適切な窓口

へとつなぐ等、気づき役、つなぎ役を担えるよう

になるよう、人材育成に努めます。 

高齢福祉課 ａ 継続 

認知症高齢者施策の推

進 

認知症の当事者や家族が地域で孤立することのな

いよう、地域みんなで認知症を支える取組を展開

しています。 

高齢福祉課 ａ 継続 
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事業名 自殺対策の視点をふまえた事業概要 担当課 
総合 

評価 

今後の 

方向性 

児童扶養手当支給事務 

家族との離別・死別を経験している方は自殺のリ

スクが高まる場合があります。児童扶養手当の支

給機会を、自殺のリスクを抱えている可能性があ

る人との接触できる窓口として活用し、早期発見

と関係機関への連携を行います。 

児童福祉課 ａ 継続 

保育の実施（公立保育

所・私立保育園など） 

保育士にゲートキーパー研修を実施することで、

保護者の自殺リスクを早期に発見し、他の機関へ

とつなぐ等、保育士が気づき役やつなぎ役として

の役割を担えるよう取り組んでいきます。 

児童福祉課 ｅ 継続 

各保育所・幼稚園子育

て支援事業 

地域の子育て家庭を対象に、親子の交流の場を提

供し、育児相談や子育てに必要な情報提供を行い、

保護者の不安感を緩和するために事業を行いま

す。 

児童福祉課 ｅ 継続 

納税相談 

市民税、固定資産税、国保税、後期高齢者保険料、

介護保険料、保育料などの徴収を行う職員は、市

民が失業や病気等で市税等の納付困難となった場

合、分割納付等の相談を実施します。 

税務課 

保険医療課 

高齢福祉課 

児童福祉課 

ａ 継続 

家庭児童相談 

（子ども家庭総合支援

拠点） 

18歳未満のこどもとその家庭及び妊産婦のさまざ

まな相談（子育てや親子・夫婦関係）に対応し、こ

ども家庭支援を行い、必要に応じて関係機関と連

絡調整し支援していきます。 

こども未来課 ａ 拡充 

要保護児童対策地域協

議会 

児童虐待の防止、早期発見、早期対応、支援活動等

総合的な取組を推進するための保健、医療、福祉、

教育、警察等で構成するネットワーク組織です。

児童虐待等で保護を要する児童、支援が必要とす

る児童や保護者に対し、複数の機関で援助を行い

ます。 

こども未来課 ａ 継続 

子育て短期支援事業 

ショートステイ…保護者が一時的に児童を養育す

ることが困難な場合、乳児院や児童養護施設で原

則７日間を限度に児童を預かります。 

トワイライトステイ…仕事の都合などで平日の夜

間または休日に児童を養育することが困難な場

合、児童養護施設で児童を預かります。 

こども未来課 ａ 継続 

母子生活支援施設措置 

母子家庭等において、さまざまな事情からこども

の養育が十分にできない場合、こどもと一緒に母

子生活支援施設に入所することにより、生活の安

定を図り、自立への支援を行います。 

こども未来課 ａ 継続 

公営住宅管理事務公営

住宅入居手続き 

公営住宅の居住者や入居申込者は、自殺要因にな

り得る生活困窮や低収入など、生活面での困難や

問題を抱えていることが少なくありません。そう

いった方に接触することで、状況を把握し支援に

つなげるための有効な窓口となれるよう努めま

す。公営住宅には高齢者世帯も多く、特に、独居高

齢者は一般的に自殺のリスクが高いとされている

ため、変化に気づき、関係機関と連携し対応がで

きるようにします。 

営繕課 ｂ 拡充 
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総合 

評価 

今後の 
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公営住宅家賃の徴収 

家賃の支払いが困難な人の中には、生活面で深刻

な問題を抱えていたり、困難な状況にあったりす

る可能性があるため、「生きることの包括的支援」

のきっかけと捉え、さまざまな支援につなげられ

るように努めます。 

営繕課 ａ 継続 

中小企業資金融資補助 

貸付利率の一部及び信用保証料を補填すること

で、金融負担の軽減と経営基盤の安定を図ります。

また、融資の機会を通じて、当人と対面し聞き取

り等を行う機会があれば、困難な状況に陥った背

景や原因等を把握し、支援先につなげるなどの対

応が可能となります。 

商工振興課 ａ 継続 

商工業振興促進奨励金 

誘致条例に基づく指定企業に対し、市内在住者を

正規従業員として雇用した場合従業員１人につき

交付金を出すことで市民の雇用促進を図ります。

（商工業等施設を設置するために要した費用（土

地を除く）条件等あり） 

商工振興課 ａ 継続 

ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進に関する広

報記事の掲載 

労働基準監督署などの依頼で、広報紙へワーク・

ライフ・バランスに関する記事を掲載しています。

事業主だけでなく労働者も含めたワーク・ライフ・

バランスの啓発や周知を行うことで、職場のメン

タルヘルス向上に取り組む動機付けとなります。 

商工振興課 ａ 継続 

商工会会員事業所等へ

の情報提供 

商工会を通じて会員事業所等に対して、セミナー

等の情報提供を行います。 
商工振興課 ｂ 継続 

就学援助と特別支援学

級就学奨励援助に関す

る事務 

就学に際して経済的困難を抱えている児童・生徒

は、その他にもさまざまな問題を抱えていたり、

保護者自身も困難を抱えている可能性が考えられ

ます。費用の補助に際して保護者と応対する際に、

家庭状況に関する聞き取りを行うことで、自殺リ

スクの早期発見と対応に加えて、相談先一覧等の

リーフレットの配布等を通じた情報提供の機会に

もなります。 

学校教育課 ｂ 継続 

いじめ防止対策事業 

いじめ問題対策連絡協議会やいじめ対策委員会の

開催をしています。各校のいじめ防止基本方針の

点検と見直し、個別支援等を通じて、いじめの早

期発見、早期対応をめざし、未然防止を図ります。 

学校教育課 ｂ 拡充 

不登校児童生徒支援事

業 

適応指導教室の運営を通し、不登校児童生徒への

学習的支援や、不登校児童生徒及び保護者への心

理的支援を行います。 

学校教育課 ｂ 継続 

教育相談 

（いじめ含む） 

学校生活や人間関係での悩みや心配事に関する相

談を教員やスクールカウンセラー、青少年セン

ター指導員が行い、諸問題の早期発見と関係機関

へつなぎます。 

学校教育課 

社会教育課 
ｂ 拡充 
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総合 

評価 

今後の 
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生活指導・健全育成 

（教職員向け研修等） 

問題行動の未然防止を含めた児童生徒の健全育成

をめざした指導及び支援を行います。生徒指導体

制の整備等も含め、適切な生徒指導が行われるよ

う、教職員向けの研修を充実していけるよう努め

ます。 

学校教育課 ｂ 継続 

教職員人事・研修 

関係事務 

教職員の過労や長時間労働が問題となる中で、研

修により、メンタルヘルスの状態を客観的に把握

し、必要な場合には適切な支援につなげる等の対

応を取ること等について理解を深めることで、教

職員への支援（※支援者への支援）の意識醸成に

つながります。また、研修資料の１つとして相談

先一覧等のリーフレットの配布を行うことで、教

員自身ならびに児童生徒向けの支援策の周知徹底

と活用を図ることができます。 

学校教育課 ｂ 継続 

学童保育事業 

学童保育を通じて、保護者やこどもの状況把握を

行う機会が多々あり、悩みを抱えたこどもや保護

者を把握し、支援する機会となります。 

また、学童保育所の職員にゲートキーパー研修を

受講してもらうことで、問題を抱えている保護者

やこどもがいた場合には、その職員が必要な機関

へとつなぐ等の対応が取れるように人材育成も

行っていきます。 

学校教育課 ｅ 継続 

青少年健全育成事業 

青少年センターにおいて、電話や面談相談の実施

と、ケースに応じて他関係機関への紹介や連携を

行います。青少年の非行防止や健全育成のため、

青少年の抱える問題や取り巻く状況について研修

会等を実施して、情報提供を行うことにより、現

状や取組内容について理解を深めてもらう。 

社会教育課 ｂ 継続 

図書館管理事業 

図書館を啓発活動の拠点として連携し、「こころの

健康」をテーマにした関連図書の紹介や相談窓口

チラシ等の設置を行うなど情報提供の場として活

用します。 

社会教育課 ｂ 継続 

地元スポーツチームに

よる活動への支援事業 

スポーツ活動は、個人の健康維持や趣味の場だけ

でなく、近年減少している団体活動を通して、同

じ目的を持った仲間との親睦を図る場でもありま

す。そのため、さまざまな会話の中で身近な人の

心の悩みを共有したり、また自殺防止等に関する

情報提供や啓発を図ります。 

社会教育課 ｄ 継続 

水道料金徴収業務 

料金徴収の際に、問題を抱えて生活難に陥ってい

る家庭に対して、徴収員が必要に応じて他機関へ

つなぐ等の対応を取れるよう人材育成に努めま

す。また、水道料金票に、生きる支援に関する相談

先情報を掲載することで、住民に対する情報周知

を行えるよう取り組んでいきます。 

経営総務課 ａ 継続 
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母子健康手帳交付妊婦

健康診査受診券発行 

妊娠届時（母子健康手帳・妊婦健診補助券交付等）、

妊婦や家族の健康状態、妊娠・出産・育児に関する

悩みや不安(経済状況、支援者等）に対応するため、

妊婦等全員に面談を実施しています。必要に応じ、

継続的な相談支援を行ったり、関係機関と連携す

ることで妊娠・出産の不安軽減やマタニティブ

ルーの予防等に努めています。 

けんこう増進課 ａ 継続 

地域子育て支援拠点事

業 

拠点となる親子の遊び場を開設し親子間の交流、

子育ての相談、子育て力をアップする講座などを

実施しています。市内で３か所を開設し、いつで

もどこかが開設している状況を作っています。保

育士を配置しこどもとの関わり方などを伝え、子

育ての不安感の軽減につなげます。また、社会と

つながる一端も担っています。 

けんこう増進課 ａ 継続 

ファミリー・サポート・

センター事業 

子育ての援助を行う人（援助会員）、援助を行って

ほしい人（依頼会員）による有料の相互援助活動

です。保育では補えないすき間を埋める支援事業。

子育ての負担感を補ったり、仕事保障をします。

継続して活動をしてもらうことで援助会員との信

頼関係も生まれ、良き理解者となるよう努めます。 

けんこう増進課 ａ 継続 

利用者支援事業 

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行い

ます。子育て相談、子育ての情報提供、サークル支

援、地域連携を行います。保護者の相談に寄り添

い対応し必要なサービスや関係機関に連携しま

す。子育ての孤立を防ぐため居住地域でのミニつ

どいの広場を開催しています。保健福祉センター

陽だまり内で母子保健型・基本型、まほろばセン

ターで基本型を開設しています。 

けんこう増進課 ａ 継続 

親子ふれあい教室 

１歳６か月健診等後、こどもとの関わり方がわか

らない保護者や発達に気がかりさをもつこどもを

対象とした親子で参加する年齢別教室です。遊び

を中心とした教室の中でこどもの個性と向き合い

関わり方を学んでいけるよう支援します。保育士

が運営しています。作業療法士、臨床心理士も対

応します。こどもの個性を知り受け止めていくこ

とで前向きに子育てしていくことを応援します。 

けんこう増進課 ａ 継続 

発達支援教室 

就園し、発達に気がかりがある４～５歳児を対象

とした教室です。遊びを中心とし保育士が保護者、

所属園と連携をとり、専門職(臨床心理士・理学療

法士)と共に、こどもの発達を促しています。保護

者とこどもが就園に向け安心して学校生活が送れ

るよう支援しています。 

けんこう増進課 ａ 継続 

電話相談 

赤ちゃんやこどもの育児のことから保護者を含む

成人の健康不安、食事や運動等の生活面の健康不

安など、気軽に相談できるよう電話相談も随時対

応しています。保健師・栄養士が対応します。 

けんこう増進課 ａ 継続 
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がん検診 

胃・肺・大腸・乳・子宮・前立腺がん検診を実施し

ています。要精密検査等、結果状況に応じ継続し

た支援が必要となります。 

けんこう増進課 ａ 継続 

健康相談 

特定健康診査等事後指

導 

保健師や栄養士が行う健康相談、健診事後指導に

おいては身体・精神面の健康問題だけでなくここ

ろや病気の悩み、アルコール問題を抱えている

ケースもあり、この側面からの支援が優先となる

場合もあります。必要に応じては専門医や断酒会

等との連携を図ります。 

けんこう増進課 ａ 継続 

こんにちは赤ちゃん 

訪問 

生後４か月までのこどもがいる家庭を保育士や看

護師等が訪問します。母子の体調を確認するとと

もに、悩みや困り事の相談に対応しています。 

けんこう増進課 ａ 継続 

妊婦・産婦乳児訪問 

助産師・保健師が家庭訪問等により産前産後の相

談や育児相談を行い、安心して子育てできる支援

を行います。 

けんこう増進課 ａ 継続 

乳幼児健康診査 

４か月・10 か月・１歳６か月・３歳６か月児健診

を実施しています。内科診察、幼児の歯科診察、身

体計測、発達確認のほか、保健指導時には育児や

栄養、保護者の健康相談にも対応しています。 

けんこう増進課 ａ 継続 

もぐもぐ教室 

離乳食を進めていくことは不安とプレッシャーが

大きく、同じ月齢の保護者同士が集まり、離乳食

についての話や実際の作り方を見学することによ

ることで不安軽減を図ります。 

けんこう増進課 ａ 継続 

すくすく相談 

赤ちゃんの体のことや育児の悩み事について、気

軽に相談できるよう月２回、対象月齢を分けた乳

幼児の健康相談を実施しています。保健師や栄養

士が相談対応しています。 

けんこう増進課 ａ 継続 

すこやか相談 

（発達相談） 

幼児を対象に臨床心理士による発達相談です。１

人１時間予約制で、発達検査を行い、保護者の児

への関わり方をアドバイスします。必要に応じて

関係機関と連携します。 

けんこう増進課 ａ 継続 

陽だまり育児発達相談 

臨床心理士によるこころの相談です。乳幼児健診

や家庭訪問等でこころに問題を抱える保護者の方

へ声をかけ、１人１時間予約制で実施します。 

けんこう増進課 ａ 継続 

子育て支援事業 

地域の子育て家庭を対象に、親子の交流の場を提

供し、育児相談や子育てに必要な情報提供を行い、

保護者の不安感を緩和します。 

けんこう増進課 ａ 継続 

健康づくり推進協議会

での自殺対策推進の位

置づけ・ネットワーク

会議（庁内実務者）で

の推進、普及啓発 

桜井市健康づくり推進協議会は、保健・医療・福

祉・教育・住民代表等、幅広い関係機関や団体で構

成されており、桜井市の自殺対策推進の中核組織

として、計画の協議や承認、計画の進捗状況の検

証などを行います。 

けんこう増進課 ａ 継続 
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事業名 自殺対策の視点をふまえた事業概要 担当課 
総合 

評価 

今後の 

方向性 

リーフレット・啓発

グッズの作成と配布 

自殺に関しては、誰でもなり得ること、自殺に至

る前段階でサインが発せられていることなど、正

しい理解者が増えることで、悩みを受け入れられ

る良き理解者が増える環境づくりが重要です。悩

みやこころの健康に関する相談窓口の周知を図る

ことで、早い段階で専門機関につなげるための体

制整備を行います。 

けんこう増進課 ｅ 継続 

ゲートキーパー研修の

実施 

市民と接することの多い職員が、問題を抱え、自

殺リスクの高い人々をキャッチすることができれ

ば、適切な窓口につなぎ、自殺を未然に防止する

ことが可能です。このような対応に必要な知識を

取得し、実践できるようにするため、職員にゲー

トキーパー研修を実施します。 

けんこう増進課 ａ 継続 

思春期健康教育 

（いのちの授業） 

思春期は、身体的発達と精神的発達が不均衡な時

期であり、また性的関心が高まる時期でもありま

す。この時期のこどもたちに、自他共に命の大切

さを意識すること、責任のある自己決定ができる

行動についての健康教育や保健授業を行い、いじ

めや心の不調、望まない妊娠等の問題解決に向け

た支援を行います。 

学校教育課 

こども未来課 

けんこう増進課 

ａ 継続 
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５ いのちとこころを支える各種相談窓口 

《計画推進にかかる桜井市の関係課と相談窓口》 

相談の種類 相談機関 電話番号 相談日時 

健康に関する相談 けんこう増進課 45-3443 

月～金 8：30～17：15 

暮らしと生活の相談 社会福祉課 

42-9111(代) 

障害福祉の相談 社会福祉課 

高齢者に関する相談 高齢福祉課 

消費生活の相談 
市民協働課 
（消費生活センター） 

月・火・水・金 
10：00～16：00 

子育てに関する相談 
こども支援課 
（こども家庭センター） 

47-4626 

月～金 8：30～17：15 
育児・養育・家族関係に 
関する相談 

こども支援課 
（家庭児童相談室） 

47-4406 

学校問題の相談 学校教育課 42-9111(代) 

若者の非行防止・悩みの 
相談 

社会教育課 
（青少年センター） 

42-0852 月～金 9：00～17：00 

女性のための相談 人権施策課 

42-9111(代) 月～金 8：30～17：15 

納税の相談 税務課 

《県内の相談窓口》 

相談の種類 相談機関 電話番号 相談日時 

自殺防止に関する相談 ならこころのホットライン 0744-46-5563 平日 9：00～16：00 

雇用・就労に関する相談 ハローワーク桜井 0744-45-0112 月～金 8：30～17：15 

奈良いのちの電話 
社会福祉法人奈良いのちの
電話協会 

0742-35-1000 24 時間 年中無休 
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６ 用語解説 

 

用 語 解  説 

あ アウトリーチ 
生活上の課題を抱えながらも自ら援助アクセスできない支援対象者に

対し、積極的に働きかけて必要なサービスや情報を届ける活動のこと。 

か 虐待 

身体的な暴行や心理的・性的・経済的な不利益をもたらす行為やネグ

レクト（保護の怠慢ないし拒否）を行うこと。高齢者、障害者、児童

についてそれぞれの分野ごとに虐待の防止に向けた法律が整備され、

その防止や早期発見、通報などに関する規定が定められている。 

 協働 
異なった立場や専門性を持つ主体が、共通の目的を達成するためにそ

れぞれの専門性を尊重しながら相互に協力・連携すること。 

 ゲートキーパー 
ＳＯＳに気づき、悩んでいる人への声かけや話を聞いて必要な支援に

つなげ、見守ることができる人のこと。 

 コミュニティ 

地域社会ともいい、住民が共同体意識を持って生活を営む、一定の地

域及び近隣社会のこと。居住地域に関わらず、同じ目的や関心で結び

ついた人々の集まり（テーマコミュニティ）を指す場合もある。 

さ スクールカウンセラー 

児童生徒の臨床心理に関する専門的な知識や経験を有し、児童生徒の

こころのケアや支援を行うとともに、教職員・保護者への助言・援助

等を行っている専門家のこと。 

た 地域ケア会議 
高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを

同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向けた会議。 

 
地域自殺実態プロファイ

ル 

地方公共団体の自殺実態の分析を行った上で、その結果をもとに各地

域の特性を評価するとともに、これを踏まえる形で重点施策の優先度

を提示する資料。自殺総合対策推進センターにおいて、2017年より毎

年、「地域自殺実態プロファイル」を作成し、すべての都道府県・政

令指定都市、市町村に提供している。 

 
地域における自殺の基礎

資料 

警察庁から提供を受けた自殺統計原票データに基づいて、厚生労働省

が毎月集計を行い、概要資料及び詳細資料を掲載している資料。 

 地域包括支援センター 

地域において、①介護予防ケアマネジメント業務、②総合相談支援業

務、③包括的・継続的ケアマネジメント業務、④高齢者の権利擁護・

虐待対応、⑤地域づくり、⑥指定介護予防支援業務、⑦認知症総合支

援業務の機能を持つ総合的なマネジメントを担う中核機関。 

な 認知症 

脳の障害により記憶や判断力が低下し、日常生活に支障をきたしてい

る状態のこと。代表的なものに、アルツハイマー型認知症・脳血管性

認知症・レビー小体型認知症・前頭側頭型認知症などがある。 

は ハラスメント 

「いじめ」や「嫌がらせ」と訳される言葉で、広義には「人権侵害」

を意味し、性別や年齢、職業、宗教、社会的出自、人種、民族、国籍、

身体的特徴、セクシュアリティなどの属性、あるいは広く人格に関す

る言動などによって、相手に不快感や不利益を与え、その尊厳を傷つ

けること。 

 ひきこもり 

さまざまな要因によって社会的な参加の場面が狭まり、就労や就学な

どの自宅以外での生活の場が長期にわたって失われている状態のこ

と。 
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用 語 解  説 

 保護司 

犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボランティア

で、犯罪をしてしまった人や非行少年の更生や社会復帰をサポートす

る人のこと。保護観察官と協働して保護観察にあたるほか、犯罪や非

行をした人が刑事施設や少年院から社会復帰を果たしたときにスムー

ズに社会生活を営めるよう、釈放後の住居や就業先などの帰住環境の

調整や相談を行っている。 

ま 民生委員・児童委員 

民生委員法に基づき、厚生労働大臣から委嘱された非常勤の地方公務

員。民生委員は児童福祉法に定める児童委員を兼ねる。地域住民の一

員として、それぞれが担当する区域において、住民の生活上のさまざ

まな相談に応じ、行政をはじめ適切な支援やサービスへの「つなぎ役」

としての役割を果たす。 

 メンタルヘルス 

こころの健康。ＷＨＯ（世界保健機関）では、「自身の可能性を認識

し、生活における通常のストレスに対処することが可能で、生産的か

つ実りある仕事ができ、さらに自分のコミュニティに貢献できる健康

な状態」と定義される。 

や ヤングケアラー 
本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に

行っているこどものこと。 

ら ライフリンク 

特定非営利活動法人。自殺対策支援センターライフリンク。自殺総合

対策・自死遺族ケアの推進、自殺予防・防止のための啓発活動に取り

組んでいる団体。 

わ ワーク・ライフ・バランス 

市民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任

を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高

年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる

ことをいう。 

Ａ ＪＳＣＰ いのち支える自殺対策推進センター。 

 ＮＰＯ 
Nonprofit Organization（非営利組織）の略で、民間のボランティア

活動をはじめとするさまざまな非営利活動の団体の総称。 

 ＳＮＳ  
Social Network Serviceの略で、人と人との交流を手助け・促進する

ためのインターネット上のサービス。 
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